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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）２０１４年度第２四半期（２０１４年４月１日～９月３０日）の概況 

 

 (A)経営成績 

 ２０１４年度 

第２四半期 

２０１３年度 

第２四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ３兆７,２２９億円 ３兆７,０６３億円 １００％  

営 業 利 益 １,７７０億円 １,４６６億円 １２１％ 

税 引 前 利 益 １,２１９億円 ２,０７４億円 ５９％ 

当社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
８０９億円 １,６９３億円 ４８％ 

  ２０１４年度第２四半期の世界経済は、中国やアセアン諸国では景気が伸び悩む傾向もあ

りましたが、日本や欧米の景気は一部に弱さが見られるものの回復基調で推移するなど、全

体としては緩やかな回復が続きました。 

  このような経営環境のもと、当社グループでは、２０１４年度は中期経営計画

「Cross-Value Innovation ２０１５(略称ＣＶ２０１５)」の２年目として、「ＣＶ２０１５

達成への基盤を固める」とともに、「２０１８年の『新しいパナソニック』に向けた成長戦

略を仕込む」ための取り組みを推進しています。第２四半期における具体的な取り組みとし

て、車載関連事業において電子ミラー事業の早期立上げなどを目的に、スペインのフィコ

サ・インターナショナルＳ.Ａ.社と資本業務提携に合意しました。また、車載電池事業では、

米国のテスラモーターズ社と協力して米国に建設する大規模電池工場において、円筒形リチ

ウムイオン電池セルを生産・供給することを決定しました。 

  当第２四半期の連結売上高は、３兆７,２２９億円と、ほぼ前年同水準となりました。国

内では、４月の消費税増税による反動の影響で、家電製品を中心に需要が減少しましたが、

一部商品で駆け込み需要の影響が第１四半期にも残ったことで、需要減少の影響を抑えるこ

とができました。また、住宅用ソーラーが引き続き堅調に推移し、カーナビやカーオーディ

オなど車載関連事業は、グローバルで需要が堅調に推移したことなどにより、増収となりま

した。 

  営業利益は、前年度に実施した事業譲渡を除いた実質販売増や、固定費圧縮などにより、

１,７７０億円(前年同期比２１％増)となりました。税引前利益は１,２１９億円、当社株主

に帰属する当期純利益は８０９億円と、対前年同期比ではそれぞれ減益となりましたが、こ

れは前年同期に、年金制度変更に伴う一時益および有価証券売却益などを営業外収益に計上

したことが主な要因です。 
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 (B)経営成績(セグメント別情報) 

  a.アプライアンス 

 ２０１４年度 

第２四半期 

２０１３年度 

第２四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ９,１６４億円 ９,０６３億円 １０１％  

営 業 利 益 ３２４億円 １３５億円 ２４１％ 

   アプライアンスの売上高は、９,１６４億円（前年同期比１％増）となりました。テレビ

がプラズマディスプレイパネル終息の影響などにより減収となりましたが、エアコンやデバ

イスの販売が伸長し、増収となりました。営業利益は、課題事業の収益改善に加え、モータ

などデバイス事業の増益が牽引し、前年同期に比べ大幅増益の３２４億円となりました。 

 

  b.エコソリューションズ 

 ２０１４年度 

第２四半期 

２０１３年度 

第２四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ７,９０４億円 ７,７１２億円 １０２％  

営 業 利 益 ４１８億円 ３９６億円 １０６％ 

   エコソリューションズの売上高は、７,９０４億円（前年同期比２％増）となりました。

国内では、消費税増税後、住宅市場の需要が減少するなか、ハウジングシステムの販売が

減少したものの、住宅用ソーラーやＬＥＤ照明などが好調に推移しました。海外でも、  

ヴィコ エレクトリック㈱の新規連結に加え、インドなどの戦略地域で伸長しました。営業

利益は、増販効果や合理化の取り組みなどにより、前年同期に比べ増益の４１８億円とな

りました。 

 

  c.ＡＶＣネットワークス 

 ２０１４年度 

第２四半期 

２０１３年度 

第２四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ５,３１６億円 ５,４９３億円 ９７％  

営業利益（△は損失） ３９億円 △２４億円 ― 

   ＡＶＣネットワークスの売上高は、５,３１６億円（前年同期比３％減）となりました。

堅牢ＰＣ、堅牢タブレットなどのＢtoＢ事業で販売が増加したものの、プラズマディスプ

レイパネルやデジタルカメラなど、課題事業の撤退や事業領域の絞り込みに伴う販売減に

より、全体では減収となりました。営業利益は、ＢtoＢ事業の増販効果に加え、前年度に

実施した事業構造改革の効果も寄与して黒字化を達成し、３９億円となりました。 



パナソニック㈱ (6752) 平成 27 年 3月期 第２四半期決算短信  

 

  d.オートモーティブ＆インダストリアルシステムズ 

 ２０１４年度 

第２四半期 

２０１３年度 

第２四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 １兆３,７８２億円 １兆３,４７９億円 １０２％  

営 業 利 益 ５２２億円 ４８０億円 １０９％ 

   オートモーティブ＆インダストリアルシステムズの売上高は、１兆３,７８２億円（前年

同期比２％増）となりました。インフォテインメント事業部などの車載向けや電子部品実

装機の販売が堅調に推移したことに加え、円安の影響により増収となりました。営業利益

は、増販効果に加え、半導体などの課題事業を中心とする事業構造改革や合理化効果が寄

与し、前年同期に比べ増益の５２２億円となりました。 

 

  e.その他 

 ２０１４年度 

第２四半期 

２０１３年度 

第２四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ２,９７９億円 ３,６４２億円 ８２％  

営 業 利 益 １９億円 ６６億円 ２９％ 

   その他の売上高は、２,９７９億円（前年同期比１８％減）となりました。ヘルスケア関

連事業を前年度末に売却したことにより、減収となりました。営業利益も、前年同期に比

べ減益の１９億円となりました。 

 

(C)財政状態 

  当第２四半期の営業活動により増加したキャッシュ・フローは１,６７３億円（前年同期

は１,６１５億円の増加）となりました。前年同期差の主な要因は、買入債務の増加等によ

り運転資本が良化したことです。投資活動により減少したキャッシュ・フローは８００億

円（前年同期は４６３億円の減少）となりました。前年同期差の主な要因は、保有株式の

売却による収入が前年に比べて減少したことです。この結果、フリーキャッシュ・フロー

は、８７３億円（前年同期差２７９億円減）となりました。また、財務活動により減少し

たキャッシュ・フローは７８２億円（前年同期は１,７０２億円の減少）となりました。前

年同期差の主な要因は、配当金支払額の増加の一方で、有利子負債返済額が減少したこと

です。これらに為替変動の影響を加味した結果、当第２四半期末で現金及び現金同等物の

残高は６,３４６億円となり、前年度末に比べ４２１億円増加しました。 

  当第２四半期末の総資産は５兆３,４４５億円となり、前年度末に比べ１,３１５億円増加

しました。これは、有形固定資産などの減少はありましたが、円安の影響や季節要因による

棚卸資産の増加などによるものです。負債は、無担保普通社債の償還などにより前年度末に

比べ３００億円減少し、３兆５,９６５億円となりました。当社株主資本は、複数の連結子

会社において追加持分を取得したことに伴い資本剰余金が減少しましたが、当期純利益の計

上に加え、円安などに伴うその他の包括利益（損失）累積額の良化により前年度末に比べ

４２１億円増加し、１兆５,９０３億円となりました。また、当社株主資本に非支配持分を

加味した資本合計は１兆７,４８０億円となりました。 
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（２）２０１４年度通期の見通し 

   

エコソリューションズにおける好調なソーラー事業の増販益などを織り込み、営業利益、

税引前利益および当社株主に帰属する当期純利益の連結通期業績予想数値を、それぞれ上

方修正いたします。 

 

  連結業績見通し（通期） 

売 上 高      ７兆７,５００億円（前年比 １００％） 

営 業 利 益          ３,５００億円（前年比 １１５％） 

税 引 前 利 益          １,６００億円（前年比  ７８％） 

当社株主に帰属する当期純利益          １,７５０億円（前年比 １４５％） 

 
＜将来見通しに関するリスク情報＞ 

 

  業績見通しは、現時点で入手可能な情報と、当社が合理的であると判断する一定の前提に基づいており、

実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 

  その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。かかるリス

ク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますのでご参照ください。 

 

・米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向 

・多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の

変動 

・ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の過度な変動により外貨建てで取引される製品・サービスなどの

コストおよび価格が影響を受ける可能性 

・資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性 

・急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞な

くかつ低コストで投入することができない可能性 

・他企業との提携またはM&Aで期待どおりの成果を上げられない可能性 

・パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向（BtoB（企業向け）分野における、依存度の

高い特定の取引先からの企業努力を上回る価格下落圧力や製品需要の減少等の可能性を含む） 

・多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持することができなくなる可能性 

・製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制への何らかの規制等（直接・間接を問わ

ない） 

・パナソニックグループが保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性

資産および繰延税金資産等の評価の変動、その他会計上の方針や規制の変更・強化 

・地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、サプライチェーンの寸断、その他パナソニックグループの

事業活動に混乱を与える可能性のある要素 

 

以 上 


